
 





はじめに 

 

 

 昨年、4月より働き方改革関連法が順次施行され、労働者を取り巻く環境に大きな変化が

ありました。中でも年間 5日の年次有給休暇の取得（付与）義務においては、規模を問わ

ずすべての企業において対応が必要となり、大企業だけでなく中小企業においても一層の

変革が求められます。 

 

全国中小企業団体中央会では、毎年度全国一斉に経営状況や労働時間、賃金改定の実施

状況などについて「中小企業労働事情実態調査」を実施しています。この取り組みの一環

として、本会でも高知県内の労働事情を把握するため県内の 600事業所にアンケートをお

願いし 358事業所からご回答をいただきました。 

今年は働き方改革などに関連し新たに「過去 3年間の中途採用」、「年間 5日の年次有給

休暇の取得（付与）義務」についての調査項目を加えています。 

 本調査結果が、県内中小企業の労働事情や全国との違いなどを知っていただき、各社の

労働環境向上の一助となれば幸いです。 

 最後に本調査にあたり、ご協力いただきました調査対象事業所の方々に対し厚く御礼申

し上げますとともに、今後ますますのご発展を祈念いたします。 

 

 

令和２年３月 

 

高知県中小企業団体中央会 
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令和元年度 
 

高知県中小企業労働事情実態調査概況 
 

Ⅰ 調査実施要領 
 １ 調査の目的 

この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策を樹立するこ

とを目的とする。 

 ２ 調査の対象 

本調査は、中小企業を対象とし、製造業 330事業所、非製造業 270事業所、合計 600事業所を任

意抽出し、調査対象とした。 

 ３ 調査の実施方法 

   中小企業労働事情実態調査票を調査対象事業所に送付し、回答を求めた。なお、調査票は全国統

一様式を用い、その回答は全国中央会で一括コンピュータ集計を行った。 

 ４ 調査時点 

   令和元年７月１日 

 ５ 調査実施期間 

   令和元年７月１日～７月 19日 

 ６ 調査内容 

   調査内容の大要は次のとおりとする。 

   （１） 従業員数に関する事項 

   （２） 経営に関する事項 

   （３） 従業員の労働時間に関する事項 

   （４） 従業員の有給休暇に関する事項 

   （５） 新規学卒者の採用に関する事項 

   （６） 中途採用に関する事項 

   （７） 年５日の年次有給休暇の取得（付与）義務に関する事項 

   （８） 賃金改定に関する事項 

   （９） 労働組合に関する事項 

 

 なお、本報告書についての各種データは、集計結果のうち主なものを取りまとめた

ものとなっております。各項目につき、詳細なデータをご希望される方は、本会まで

ご連絡下さい。 

       〒781－5101 高知市布師田 3992番地 2 高知県中小企業会館４Ｆ 

                  高知県中小企業団体中央会 連携推進部 

                  ＴＥＬ(088)845－8870  ＩＰ Ｐｈｏｎｅ 050-3537-1702 

ＦＡＸ(088)845－2434  Ｅ－ｍａｉｌ     info@kbiz.or.jp 
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Ⅱ 回答事業所の概要 
 

回答事業所の内容 

県下の中小企業、600 事業所（製造業 330 事業所、非製造業 270 事業所）を調査したところ、回答の

あったのは 358事業所（製造業 193事業所、非製造業 165事業所）で回答率は 59.7%となった。 

また、規模別でみると、従業員 30人未満の小規模事業所が全体の 74.9％を占めており、「30～99人」

が 18.7％、「100～300人」が 6.4％となっている。 

 

表 1 回答事業所の業種別・規模別の内訳 

（上段：構成比、下段：実数）

100.0% 42.5% 31.6% 19.2% 6.7%
193 82 61 37 13

100.0% 50.0% 25.9% 20.4% 3.7%
54 27 14 11 2

100.0% 50.0% 50.0%
2 1 1

100.0% 42.9% 42.9% 14.3%
14 6 6 2

100.0% 50.0% 40.0% 10.0%
10 5 4 1

100.0% 66.7% 33.3%
12 8 4

100.0% 100.0%
2 2

100.0% 38.8% 30.6% 20.4% 10.2%
49 19 15 10 5

100.0% 31.6% 42.1% 10.5% 15.8%
19 6 8 2 3

100.0% 35.5% 32.3% 25.8% 6.5%
31 11 10 8 2

100.0% 44.2% 31.5% 18.2% 6.1%
165 73 52 30 10

100.0% 40.0% 30.0% 30.0%
10 4 3 3

100.0% 50.0% 50.0%
6 3 3

100.0% 37.5% 37.5% 22.5% 2.5%
40 15 15 9 1

100.0% 21.1% 36.8% 36.8% 5.3%
19 4 7 7 1

100.0% 41.7% 41.7% 16.7%
12 5 5 2

100.0% 66.7% 33.3%
9 6 3

100.0% 47.7% 35.4% 13.8% 3.1%
65 31 23 9 2

100.0% 35.7% 53.6% 10.7%
28 10 15 3

100.0% 56.8% 21.6% 16.2% 5.4%
37 21 8 6 2

100.0% 52.3% 18.2% 13.6% 15.9%
44 23 8 6 7

100.0% 50.0% 16.7% 12.5% 20.8%
24 12 4 3 5

100.0% 55.0% 20.0% 15.0% 10.0%
20 11 4 3 2

100.0% 43.3% 31.6% 18.7% 6.4%
358 155 113 67 23

489

763

1479

965

514

製 造 業 計

食料品

繊維工業

サービス業

293

1252

142

1633

816

1018

4131

33.61

40.21

25.70

9830

5699

1420

199

199

142

876

130

31.11

17.42

8.44

19.26

17.46

231

591

209

76

71.00

33.33

20.62

42.95

32.84

25.04

23.10

48.83

21.90

平均（人）

27.46

29.53

26.30

99.50

14.21

14.20

10.83

１～９人区分

木材・木製品

印刷・同関連

窯業・土石

化学工業

卸・小売業

卸売業

小売業

対事業所サービス業

　　　

回答

事業所数

金属、同製品

　　　

高 知 県 計

機械器具

１０～２９

人

３０～９９

人

建設業

総合工事業

職別工事業

設備工事業

　　　

　　　

対個人サービス業

１００～

３００人
合計（人）

その他

非 製 造 業 計

情報通信業

運輸業
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Ⅲ 調査結果の概要 
 

〔設問１〕従業員数に関する事項 

常用労働者数 

常用労働者の男女別構成割合をみると、表 2 のとおり高知県では男性 6,597 人（67.1％）に対し、

女性 3,233人（32.9％）となった。同じく男女の割合を全国平均でみると、男性 437,001人（70.0％）、

女性 186,860人（30.0％）となっており、高知県における女性の雇用率は全国平均と比べて若干高く

なっている。 

表 2 常用労働者数 

男　　　性 女　　　性 合　　　計 事　業　所　数

68.0% 32.0% 100.0%

3,873 1,826 5,699 193

高知県 65.9% 34.1% 100.0%

2,724 1,407 4,131 165

67.1% 32.9% 100.0%

6,597 3,233 9,830 358

67.5% 32.5% 100.0%

225,659 108,410 334,069 9,080

全  国 72.9% 27.1% 100.0%

211,342 78,450 289,792 10,108

70.0% 30.0% 100.0%

437,001 186,860 623,861 19,188

合計

製造業

非製造業

合計

　（上段：構成比、下段：人数）

製造業

非製造業

 
   

 

雇用形態別構成比 

雇用形態を「正社員」、「パートタイマー」、「派遣」、「嘱託・契約社員」、「その他」の 5つの

形態に分類したものが図 1である。県内の従業員の雇用形態は「正社員」（74.4％）、「パートタイマ

ー」（17.0％）、「派遣」（1.4％）、「嘱託・派遣社員」（5.2％）、「その他」（1.9％）となって

いる。全国と比較しても大きな差はみられなかった。 

男女比率でみると、正社員雇用の「男性」は 84.1％、「女性」は 56.0％という結果となった。 

 

 

図 1 雇用形態別構成比 
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〔設問２〕経営に関する事項 

 現在の経営状況 

   1年前と比較した経営状況についてみたものが表 3である。業況 DI※1をみると、製造業が－2.1、非

製造業が－6.1で、高知県全体では－3.9となっている。さらに業種別にみると、業況 DIが最も良い

のは「総合工事業」で 36.8、最も悪いのは「繊維工業」で-100.0 となった。但し、「繊維工業」に

関しては、回答企業数が 1 社のため DI 値が大きく出てしまっている。「繊維工業」を除くと、業況

DIが最も悪いのは「運輸業」で-33.3となった。 

（※1）業況 DIとは、「良い」の割合から「悪い」の割合を差し引いたもの 

 

表 3 経営状況の推移（業種別） 

良い 変わらない 悪い 回答数 業況ＤＩ

23.2% 51.6% 25.3% 100.0%
44 98 48 190 -2.1

24.1% 53.7% 22.2% 100.0%
13 29 12 54 1.9
0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

1 1 -100.0
21.4% 35.7% 42.9% 100.0%
3 5 6 14 -21.4

40.0% 20.0% 40.0% 100.0%
4 2 4 10 0.0

25.0% 33.3% 41.7% 100.0%
3 4 5 12 -16.7

0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
2 2 0.0

25.5% 55.3% 19.1% 100.0%
12 26 9 47 6.4
5.3% 78.9% 15.8% 100.0%
1 15 3 19 -10.5

25.8% 48.4% 25.8% 100.0%
8 15 8 31 0.0

17.6% 58.8% 23.6% 100.0%
29 97 39 165 -6.1

40.0% 50.0% 10.0% 100.0%
4 5 1 10 30.0

16.7% 33.3% 50.0% 100.0%
1 2 3 6 -33.3

30.0% 60.0% 10.0% 100.0%
12 24 4 40 20.0

42.1% 52.6% 5.3% 100.0%
8 10 1 19 36.8

16.7% 66.7% 16.7% 100.0%
2 8 2 12 0.0

22.2% 66.7% 11.1% 100.0%
2 6 1 9 11.1

9.2% 56.9% 33.8% 100.0%
6 37 22 65 -24.6

14.3% 53.6% 32.1% 100.0%
4 15 9 28 -17.9

5.4% 59.5% 35.1% 100.0%
2 22 13 37 -29.7

13.6% 65.9% 20.5% 100.0%
6 29 9 44 -6.8

16.7% 62.5% 20.8% 100.0%
4 15 5 24 -4.2

10.0% 70.0% 20.0% 100.0%
2 14 4 20 -10.0

20.6% 54.9% 24.5% 100.0%
73 195 87 355 -3.9

卸・小売業

窯業・土石製品

印刷・同関連

（上段：構成比、下段：事業所数）

食料品

業　　　　　　　　　種

製 造 業 計

繊維工業

木材・木製品

金属・同製品

化学工業

情報通信業

運輸業

建設業

非 製 造 業 計

その他の製造業

サービス業

高 知 県 計

対個人サービス業

対事業所サービス業

設備工事業

機械器具

職別工事業

総合工事業

小売業

卸売業
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主要事業の今後の方針 

主要事業の今後の方針についてみたものが図 2である。高知県では、「強化拡大」と回答した事業

所は 38.2％、「現状維持」が 55.3％、「縮小・廃止」は 6.2％となっている。 

全体的にみても、「現状維持」が最も多い回答となっている。 

 

 

図 2 主要事業の今後の方針 

 

経営上の障害 

経営上何が障害となっているか、13項目中 3項目の複数回答を求めた結果が図 3である。 

第 1位は、製造業：「原材料・仕入品の高騰」（47.9％）、非製造業：「人材不足（質の不足）」（57.4％）、

第 2位は、製造業：「人材不足（質の不足）」（45.2％）、非製造業：「労働力不足（量の不足）」

（38.9％）となっている。 

 

 

図 3 経営上の障害 
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経営上の障害要因第 1位項目を産業別・規模別にみたものが表 4である。製造業では特に「原材料・

仕入品の高騰」や「人材不足（質の不足）」の割合が高かった。一方、非製造業は規模に関わらず「人

材不足（質の不足）」が最も多い結果となった。 

これを業種別にみると、表 5 のとおり全 14 業種中 9 業種が「人材不足（質の不足）」を第１位に

あげており、業種を問わず人材不足が深刻であることが覗える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産　　業　　別 規　　　　模 R1年度第１位項目 ％

１～９人 原材料・仕入品の高騰 47.9

10～29人 人材不足（質の不足） 47.5

30～99人 労働力不足（量の不足） 55.6

100～300人
人材不足（質の不足）
原材料・仕入品の高騰

50.0

１～９人 人材不足（質の不足） 38.6

10～29人 人材不足（質の不足） 69.2

30～99人 人材不足（質の不足） 76.7

100～300人 人材不足（質の不足） 70.0

製造業

非製造業

表 4 経営上の障害（産業別・規模別） 

R1年度第１位項目 ％

食料品 原材料・仕入品の高騰 62.3

木材・木製品 販売不振・受注の減少 50.0

印刷・同関連 販売不振・受注の減少 50.0

窯業・土石製品 原材料・仕入品の高騰 75.0

化学工業
労働力不足（量の不足）

人材不足（質の不足）
100.0

金属・同製品 人材不足（質の不足） 50.0

機械器具 人材不足（質の不足） 66.7

その他 人材不足（質の不足） 58.1

情報通信業 人材不足（質の不足） 80.0

建設業 人材不足（質の不足） 76.9

卸・小売業 人材不足（質の不足） 50.8

サービス業 労働力不足（量の不足） 45.2

66.7
労働力不足（量の不足）

人材不足（質の不足）

100.0
人材不足（質の不足）

販売不振・受注の減少

業　　　　　　　　種

製造業

非製造業

繊維工業

運輸業

表 5 経営上の障害（業種別） 
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経営上の強み 

企業経営上、何が強みであるかについて 12項目中 3項目の複数回答を求めた結果をみたものが図 4

である。製造業、非製造業の第 1位はともに「製品・サービスの独自性」となっている。 

また、規模別・業種別に第 1位項目をとりあげたものが表 6・7である。 

 

 
 

 

 

 

   

図 4 経営上の強み 

産　業　別 規　　　　模 令和１年度第１位項目 ％

１～９人
製品・サービスの独自性

製品の品質・精度の高さ
39.0

10～29人 製品・サービスの独自性 50.0

30～99人 製品・サービスの独自性 47.1

100～300人 製品の品質・精度の高さ 63.6

１～９人 製品・サービスの独自性 39.7

10～29人 商品・サービスの質の高さ 29.4

30～99人 製品・サービスの独自性 34.5

100～300人 製品・サービスの独自性 70.0

非製造業

製造業

令和1年度第１位項目 ％

食料品 製品・サービスの独自性 58.8

繊維工業 商品・サービスの質の高さ 100.0

木材・木製品
製品・サービスの独自性

製品の品質・精度の高さ
35.7

印刷・同関連
顧客への納品・サービスの速さ

優秀な仕入先・外注先
44.4

窯業・土石製品 製品・サービスの独自性 50.0

企業・製品のブランド

財務体質の強さ・資金調達力

金属・同製品 製品の品質・精度の高さ 45.7

機械器具

製品・サービスの独自性

技術力・製品開発力

製品の品質・精度の高さ

35.3

その他
製品・サービスの独自性

技術力・製品開発力
41.4

情報通信業 製品・サービスの独自性 70.0

運輸業

営業力・マーケティング力

製品・サービスの企画力・提案力

顧客への納品・サービスの速さ

組織の機動力・柔軟性

33.3

建設業 技術力・製品開発力 36.8

卸・小売業 製品・サービスの独自性 41.5

サービス業 製品・サービスの独自性 43.6

業　　　　　　　　種

非製造業

化学工業 100.0

製造業

表 6 経営上の強み（規模別） 

表 7 経営上の強み（業種別） 
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〔設問３〕従業員の労働時間に関する事項 

 週所定労働時間 

  週所定労働時間※2についてみると、図 5 のとおり高知県における週 40 時間制（一部業種の小規模

事業所を除く）の達成事業所割合は 86.6％で全国平均の 90.1％を下回っている。 

規模別でみると、図 6のとおり週所定労働時間 40時間の達成状況は、100人以上の事業所では達成

率 86.9％、従業員 30 人以上 99 人以下の事業所では 96.9％、従業員 10 人以上 29 人以下の事業所で

は 93.9％、従業員 9人以下の事業所では達成率 76.3％となっている。 
 
（※2）「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた「始業時刻から終業時刻までの時間」から「休憩時間」を差し引いた労

働時間のこと。 

 

 

 

 

 

図 5 週所定労働時間 
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図 6 週所定労働時間（規模別） 
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月平均残業時間 

従業員 1人当たりの月平均残業時間については、図 7のとおり高知県では 11.3時間で全国平均 12.5

時間を下回った。また、規模別にみると高知県では規模に比例して残業時間が増える傾向が見受けら

れる。 

 

 

さらに、業種別でみると、図 8 のとおり月平均残業時間が最も多いのは「運輸業」の 34 時間、次

いで「金属・同製品」の 16.2時間となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 従業員 1 人当り月平均残業時間（規模別） 

図 8 従業員 1 人あたり月平均残業時間（業種別） 
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〔設問４〕従業員の有給休暇に関する事項 

年間有給休暇の付与・取得日数 

年間有給休暇の付与日数並びに取得日数をみたものが図 9である。付与日数（15.5日）と取得日数

（8.7日）から取得率※3を割り出すと高知県では 56.0％となり、全国平均の 49.4％を上回っている。 

（※3）取得率＝付与日数／取得日数 

 

 

 

  

 また、業種別にみたものが図 10 である。取得率が最も高いのは「印刷・同関連」で 74.3％、最も低

いのは「卸・小売業」で 46.8％となっている。 

 

 

 

図 9 年間有給休暇の付与・取得日数（規模別） 

図 10 年次有給休暇付与・取得日数（業種別） 



- 12 - 

〔設問５〕新規学卒者の採用に関する事項 

新規学卒者の採用または採用計画の有無 

 平成 31 年 3 月の新規学卒者の採用計画をみると、図 11 のとおり高知県では「あった」と回答した

事業所の割合は 19.3％と全国平均の 21.4％を下回っている。 

 

 

 

 

 

新規学卒者の初任給 

平成 31 年 3 月新規学卒者に対する１人当たり平均初任給額（令和元年 6 月支給額）について、業

種別にみたものが表 8である。製造業平均についてみると「専門学校卒・事務系」及び「大学卒・技

術系」、非製造業平均についてみると「高校卒・技術系」、「短大卒・技術系」、「大学卒・技術系」、

「専門学校卒・事務系」が全国平均と比べると高く、それ以外では全国平均よりも低い結果となって

いる。 

 

表 8 新規学卒者の初任給（業種別） ≪単純平均≫ 

高　　　　校　　　　卒 専　門　学　校　卒 短　　　　大　　　　卒 大　　　　学　　　　卒

（高専卒を含む）

高 知 県 平 均 全  国  平  均 高 知 県 平 均 全  国  平  均 高 知 県 平 均 全  国  平  均 高 知 県 平 均 全  国  平  均

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

162,551 147,910 165,998 161,355 176,151 182,740 179,069 171,708 176,750 - 179,747 176,661 209,229 182,438 199,597 196,337

150,421 151,018 163,555 161,437 172,427 160,060 175,345 172,983 166,333 - 179,475 175,534 209,520 192,625 198,332 197,807

食 料 品 134,795 152,657 157,951 157,790 - 160,060 173,660 172,343 - - 180,723 173,775 - - 193,495 190,089

繊 維 ・ 同 製 品 164,500 - 154,206 160,667 - - 161,574 166,797 - - 168,018 171,667 - 197,500 188,275 201,825

木 材 ・ 木 製 品 139,400 - 163,890 163,861 - - 181,970 175,117 - - 191,850 174,000 - - 192,650 197,631

出版・印刷・同関連 - - 163,703 159,244 - - 167,981 170,157 - - 168,142 173,625 - - 188,422 197,897

窯 業 ・ 土 石 製 品 - 146,100 168,476 163,473 - - 185,113 181,625 - - 206,679 173,900 - - 203,668 203,367

化 学 工 業 - - 168,756 164,939 - - 184,780 171,500 - - 185,600 169,500 - 200,000 210,458 201,249

金 属 、 同 製 品 151,000 - 166,401 163,070 168,935 - 177,379 174,617 157,500 - 180,677 176,646 209,520 175,000 199,751 201,519

機 械 器 具 158,200 - 163,590 161,670 150,500 - 175,399 175,150 184,000 - 180,556 181,082 - 198,000 199,919 198,315

そ の 他 145,697 - 163,095 161,464 201,338 - 185,376 171,200 - - 178,200 170,688 - - 199,622 197,090

189,844 143,767 169,921 161,262 179,875 190,299 182,528 170,706 192,375 - 180,098 177,979 209,188 172,250 201,105 194,802

情 報 通 信 業 - - 161,378 166,667 195,000 - 183,659 176,333 - - 180,687 - - - 201,705 198,329

運 輸 業 - - 170,221 162,613 - - - 161,563 - - 180,000 175,300 - - 199,200 196,114

建 設 業 205,890 - 172,854 162,802 177,250 248,898 183,571 184,242 - - 179,745 182,370 289,213 - 202,735 195,624

卸 ・ 小 売 業 170,000 132,000 164,191 160,163 - - 179,112 169,540 - - 180,179 173,614 179,500 142,000 202,921 195,844

サ ー ビ ス 業 149,300 149,650 165,301 161,452 170,000 161,000 182,389 166,479 192,375 - 180,048 181,392 204,025 202,500 195,197 189,290

（単位：円）

全 業 種 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

 

 

 

 

図 11 令和元年度の新規学卒者採用の有無 
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 また、規模別でみると表 9 のとおり、従業員 100 人以上 300 人以下の事業所では、初任給の平均額が

全国平均よりも高い傾向にあることがわかった。 

 

表 9 新規学卒者の初任給（規模別） ≪単純平均≫ 

高知県平均 全国平均 高知県平均 全国平均 高知県平均 全国平均 高知県平均 全国平均

技術系 130,000 167,429 151,667 169,788 164,207 165,598 167,405 164,626

事務系 - 174,750 146,100 161,168 146,600 160,889 149,823 161,397

技術系 - 178,870 - 177,347 178,556 181,166 168,935 176,839

事務系 - 159,667 152,000 173,119 170,000 171,532 204,479 171,939

技術系 - 183,267 164,875 185,380 - 178,729 184,667 179,254

事務系 - - - 175,567 - 177,795 - 176,089

技術系 - 187,320 206,500 199,982 177,917 198,568 226,250 200,927

事務系 - 194,200 150,000 194,200 167,000 195,531 195,100 197,609

高 校 卒

専 門 学 校 卒

短大卒 (含 む高 専 )

大 学 卒

（単位：円）

１～９人 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人

 

 

 

 新規学卒者の採用充足率 

平成 31 年 3 月卒の新規学卒者の採用充足率をみたものが表 10 である。高知県技術系の充足率は

69.2％（全国 74.8％）、事務系は 85.1％（全国 83.7％）となっており、高知県全体の充足率は 74.2％

と全国の 77.2％を下回った。 

 

表 10 新規学卒者の採用充足率 

事業 採用計画 採用実績 充足率 事業 採用計画 採用実績 充足率 事業 採用計画 採用実績 充足率

所数 人数 人数 所数 人数 人数 所数 人数 人数

高校卒 26 62 41 66.1% 7 28 23 82.1% 32 90 64 71.1%

専門学校卒 8 15 12 80.0% 4 6 5 83.3% 12 21 17 81.0%

短大卒(含高専) 5 8 7 87.5% - - - - 5 8 7 87.5%

大学卒 8 19 12 63.2% 8 13 12 92.3% 14 32 24 75.0%

合　　計 47 104 72 69.2% 19 47 40 85.1% 66 151 112 74.2%

高校卒 1,699 4,672 3,340 71.5% 482 1,083 882 81.4% 2,020 5,755 4,222 73.4%

専門学校卒 486 839 711 84.7% 125 172 156 90.7% 586 1,011 867 85.8%

短大卒(含高専) 188 301 258 85.7% 102 131 123 93.9% 281 432 381 88.2%

大学卒 763 1,954 1,498 76.7% 597 1,478 1,236 83.6% 1,201 3,432 2,734 79.7%

合　　計 3,136 7,766 5,807 74.8% 1,306 2,864 2,397 83.7% 4,442 10,630 8,204 77.2%

事　　　務　　　系 全　　　体

高

知

県

全

　

国

技　　　術　　　系
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令和２年度の採用計画 

令和２年度の新規学卒者の採用計画をみると、図 12 のとおり高知県では「ある」と回答した事業

所の割合は 27.9％と全国平均の 29.0％を下回っている。 

 

 
 

 

 

 

また、１事業所当たりの採用予定人数の平均をみたものが表 11である。1事業所当り平均が、高

知県では 7.32人と全国平均の 8.10人を下回っている。 

 

表 11 令和２年度の採用計画（内訳） 
（単位：人）

採用計画

人数

1事業所

当り平均

採用計画

人数

1事業所

当り平均

採用計画

人数

1事業所

当り平均

採用計画

人数

1事業所

当り平均

採用計画

人数

1事業所

当り平均

製造業 193 122 2.71 12 1.71 17 1.31 25 1.67 176 7.40

非製造業 165 84 2.33 27 1.80 13 1.08 33 1.94 157 7.15

高知県計 358 206 2.54 39 1.77 30 1.20 58 1.81 333 7.32

全国計 18,946 11,012 2.57 2,258 1.64 1,217 1.54 5,539 2.35 20,026 8.10

合計

業種 事業所数

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

 

図 12 新規学卒者採用計画の有無 
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〔設問６〕中途採用に関する事項 

過去３年の中途採用 

過去３年間に中途採用を行った（新規学卒者の採用を除く）事業所についてみると、図 13 のとお

り「行った」と回答した事業所の割合は高知県が 68.3％、全国が 69.4％となっている。 

 

 

 

 

 

中途採用の理由についてみたものが図 14 である。製造業・非製造業ともに、「退職者・欠員補充

のため」という理由が 1 位で、6 割以上を占める結果となった。特に非製造業では、「技術等をもっ

た人材を確保するため」「即戦力を確保したいため」が約 3割を占めており、人材不足ということが

窺える。 

 

 

 

 

図 13 過去 3 年の中途採用の有無 

図 14 中途採用（活動）を実施し理由 
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中途採用の職種についてみたものが図 15 である。製造業では「現業・生産職」が 73.4％と圧倒的

に多く、非製造業では「技術・研究職」が 36.3％という結果となった。 

 

  

図 15 中途採用の職種 



- 17 - 

〔設問７〕年５日の年次有給休暇の取得（付与）義務に関する事項 

年５日の年次有給休暇の取得（付与）義務の認知 

 年５日の年次有給休暇の取得（付与）義務についてみたものが図 16 である。「知っていた」と回

答した高知県の事業者の割合は 82.6％と全国平均の 86.4％と下回る結果となった。 

 

 
 

 

 

 

 

 また、規模別にみると、図 17のとおり規模が大きい程認知ができている傾向が見受けられる。 

 

 
 

 

図 16 年 5 日の年次有給休暇の取得（付与）義務の認知 

図 17 年 5 日の年次有給休暇の取得（付与）義務の認知（規模別） 
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 義務への対応について、している（今後していく）方策 

 年５日年次有給休暇の取得（付与）義務への対応についてみると、図 18 のとおり、製造業及び非

製造業ともに「使用者からの時季指定を行う」が 1位であった。製造業に関しては「特に考えていな

い」も同割合で 1位という結果になった。 

 

 

図 18 年 5 日の年次有給休暇の取得（付与）義務への対応 
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〔設問８〕賃金改定に関する事項 

賃金改定の実施状況 

 平成 31 年 1 月 1日から調査時点（7 月 1日）までの賃金改定状況についてみると、図 19のとおり

「引上げた」と回答した事業所の割合は高知県 51.0%、全国 50.7%という結果となった。また、産業

別で「引上げた」と回答した事業所の割合をみると、製造業が 52.9%、非製造業が 48.8%とやや格差

が出ている。 

 

 

 

 
図 19 賃金改定の実施状況 
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平均昇給 

定期昇給、ベースアップを行った事業所についての調査結果を業種別にみたものが表 12 である。

高知県の平均昇給額（単純平均）は 6,577円（全国：6,388円）、平均昇給率（単純平均）は 3.01％

（全国：2.59％）と全国平均を上回った。 

 
（注）単純平均（１事業所当たり）と加重平均（対象者１人当たり）の算出方法について 

単純平均による昇給額は、各事業所の総和を事業所数で除した数値です。加重平均は、昇給額に対象者総数を乗じた総和を対象

者総数の総和で除した数値です。また、昇給率は、百分比により表した数値です。 

 

   表 12 平均昇給（業種別） 

事業所数 改定前賃金 改定後賃金 昇給額 昇給率 対象者数 改定前賃金 改定後賃金 昇給額 昇給率

95 211,273 216,669 5,396 2.55 2,431 211,831 217,121 5,290 2.50

24 196,832 202,284 5,452 2.77 463 194,085 199,267 5,182 2.67

1 281,700 287,477 5,777 2.05 112 281,700 287,477 5,777 2.05

5 187,684 191,507 3,823 2.04 64 168,202 173,725 5,523 3.28

6 188,450 190,277 1,827 0.97 77 200,871 203,079 2,208 1.10

8 236,584 245,336 8,752 3.70 98 226,498 234,092 7,594 3.35

2 247,811 253,519 5,708 2.30 113 250,090 255,991 5,901 2.36

25 212,751 218,167 5,416 2.55 816 200,818 205,757 4,939 2.46

9 229,234 234,406 5,172 2.26 387 225,904 231,092 5,188 2.30

15 215,063 220,565 5,502 2.56 301 217,834 223,950 6,116 2.81

80 227,609 235,589 7,980 3.51 1,509 238,159 244,418 6,259 2.63

8 233,507 239,817 6,310 2.70 163 249,526 257,550 8,024 3.22

3 230,846 245,679 14,833 6.43 49 253,241 262,170 8,929 3.53

22 251,260 261,469 10,209 4.06 397 251,094 256,107 5,013 2.00

　総合工事業 11 262,805 269,309 6,504 2.47 285 250,725 254,479 3,754 1.50

　職別工事業 7 244,070 263,385 19,315 7.91 86 254,802 264,210 9,408 3.69

　設備工事業 4 232,093 236,553 4,460 1.92 26 242,868 247,144 4,276 1.76

29 217,136 224,353 7,217 3.32 355 224,151 228,766 4,615 2.06

　卸売業 13 213,835 223,700 9,865 4.61 169 234,857 241,180 6,323 2.69

　小売業 16 219,818 224,883 5,065 2.30 186 214,424 217,486 3,062 1.43

18 212,415 218,500 6,085 2.86 545 233,106 240,575 7,469 3.20

　対事業所サービス業 11 226,703 232,616 5,913 2.61 395 243,289 251,281 7,992 3.28

　対個人サービス業 7 189,961 196,318 6,357 3.35 150 206,293 212,384 6,091 2.95

175 218,741 225,318 6,577 3.01 3,940 221,915 227,576 5,661 2.55

9,689 246,794 253,182 6,388 2.59 265,948 249,781 255,641 5,860 2.35

（単位：円）

業　種
単純平均 加重平均

製 造 業 平 均

　食料品

　繊維・同製品

　木材・木製品

　出版・印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他

非 製 造 業 平 均

　情報通信業

全 国 平 均

　運輸業

　建設業

　卸・小売業

　サービス業

高 知 県 平 均

 

 

また、規模別にみると表 13 のとおり、平均昇給率（単純平均）が最も高いのは従業員「1～9 人」

の事業所で 3.20％、最も低いのが従業員「100～300人」の事業所で 2.17％となっている。 

 

表 13 平均昇給（規模別） 

事業所数 改定前賃金 改定後賃金 昇給額 昇給率 対象者数 改定前賃金 改定後賃金 昇給額 昇給率

１～９人 63 215,467 222,365 6,898 3.20 217 218,176 223,357 5,181 2.37

１０～２９人 64 217,242 223,549 6,307 2.90 846 221,481 227,576 6,095 2.75

３０～９９人 34 225,869 233,073 7,204 3.19 1,299 226,870 233,302 6,432 2.84

１００～３００人 14 223,014 227,857 4,843 2.17 1,578 218,581 223,442 4,861 2.22

高 知 県 計 175 218,741 225,318 6,577 3.01 3,940 221,915 227,576 5,661 2.55

（単位：円）

事業所規模
単純平均 加重平均
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賃金改定の決定要素 

賃金改定（引上げ・7 月以降引上げ予定）の決定の際にどのような要素を重視したかについて、図

21のとおり製造業では「企業の実績」（64.3％）、非製造業では「労働力の確保・定着」（61.9％）

が一番大きい要素となっている。 

 

 
 

 
図 20 賃金改定の決定要素 
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〔設問９〕労働組合に関する事項 

労働組合の有無 

 労働組合の組織率状況をみたものが表 14並びに図 21である。高知県における労働組合の組織率は、

全国平均とほぼ同じで、産業別では高知県・全国ともに製造業が非製造業より組織率が高くなってい

る。 

表 14 労働組合の有無（産業別・規模別） 

労働組合あり 労働組合なし 回答数

製造業計 9.8% 90.2% 100.0%

19 174 193

非製造業計 3.6% 96.4% 100.0%

6 159 165

１～９人 1.9% 98.1% 100.0%

3 152 155

１０～２９人 5.3% 94.7% 100.0%

6 107 113

３０～９９人 13.4% 86.6% 100.0%

9 58 67

１００～３００人 30.4% 69.6% 100.0%

7 16 23

7.0% 93.0% 100.0%

25 333 358

製造業計 8.0% 92.0% 100.0%

726 8,354 9,080

非製造業計 5.6% 94.4% 100.0%

565 9,543 10,108

１～９人 3.1% 96.9% 100.0%

197 6,195 6,392

１０～２９人 4.2% 95.8% 100.0%

275 6,323 6,598

３０～９９人 10.0% 90.0% 100.0%

481 4,326 4,807

１００～３００人 24.3% 75.7% 100.0%

338 1,053 1,391

6.7% 93.3% 100.0%

1,291 17,897 19,188

全
　
　
　
　
　
国

産
業
別

規
模
別

全国計

（上段：構成比、下段：事業所数）

高
　
　
知
　
　
県

産
業
別

規
模
別

高知県計

 
 

 

 

図 21 労働組合の有無 
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